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収益性の高い成長を実現するためには、価格、販売量、
プロダクトミックスという基本的要素の均衡が取れていな

ければならない。これは、収益（価格×販売量）と（販

売されるプロダクトミックスの構成要素から得られるマージ

ンに関する）粗利益の要素からなるシンプルながらも相

互に関連した方程式で表される。当然ながら、特定の年

度業績に対しては、無数の他の要因も影響するが、その

中でも特に中心となるのが価格、販売量、およびプロダ

クトミックスの３つの要素である。

デロイトは2年前、その方程式の均衡を保つのが非常に

複雑になってきていることについて解説した1。人口動態、

政治、環境、技術、文化の面で大きな変化が生じてい

る中、消費者の嗜好はますます多様化している2。ブラン

ドは、消費者基盤や需要の変化に対応する中で、商品

の価格設定を適切に、且つ、利益をもたらす方法で行う

ことがますます困難になりつつある3。消費財企業は、多

様化する顧客とのレレバンス（愛着度）を維持するため

により多くの投資を行うと同時に4、効率化を進め、自社

のリソースを最適化する方法を見出すことを強いられてき

たが、この難解な課題は、まだ解消されるに至ってはいな

い。

昨年度は、消費財企業による価格決定力（プライシン

グパワー）がより限定的になり始めた中で、一部の企業

は成長ドライバーとして販売量を重視するようになった。こ

れらの企業は、販売促進に向け広告と値引きを増やした

ものの、中には他の販売量レバー5（精密な成長管理な

どの要素）を軽視したために目標としていた結果を達成

できなかった企業もある。2025年に入ってからも、消費財

業界では多くの企業が販売量をさらに増やす取り組みに

苦戦し続けている6。

2025年においても、消費財企業は価格設定で強い逆

風を受けながらも、収益性の高い商品構成で慎重に販

売量増加を目指す「収益を最大化する販売」の追求が

目標となるであろう7。しかし、企業の中でも特に好業績

企業はその目標を達成するために、何かしらの差別化を

図った戦略を打ち出している。デロイトでは、世界の売上

高トップ100の消費財企業を対象とした財務情報分析

に加え、食品・飲料、家庭用品、美容・パーソナルケア、

アパレルの消費財企業経営幹部を対象としたグローバル

調査を実施し分析を行った（「メソドロジー」を参照）。

デロイトの分析の中で、「利益成長型企業（Profitable 

Growers）」と呼ばれるトップの好業績企業は、以下の3

つの分野において他の企業と一線を画している。デロイト

の分析の中で、「利益成長型企業（Profitable 

Growers）」と呼ばれるトップの好業績企業は、以下の3

つの分野において他の企業と一線を画している。

⚫ 商品ポートフォリオとプロダクトミックス：プロダクトイ

ノベーションへの投資を増やし、パフォーマンスの低い

商品や事業ラインを積極的に整理しつつ、より優良

な商品・事業を獲得する。

⚫ 需要の創出：需要創出能力を刷新すべく、取引、

マーケティング、およびプライスパックアーキテクチャー*へ

の投資をより適切に行い、デジタル化、ターゲットマー

ケティング、レレバンス（顧客の愛着度）の向上を目

指す。

⚫ 変革の効率化：特にデジタル化と自動化を通して

組織を簡素化・合理化し、新たな効率性を見出すこ

とで成長への投資資金を調達する。

※プライスパックアーキテクチャー：商品やサービスの価格設定に

おいて、価格を基準にして他の要素（例えば、商品のパッケージ

ングやプロモーション戦略）を設計するアプローチ

イントロダクション
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2024年、世界経済は想定外の上向き傾向を

見せた。この過去1年では、主要先進国におい

てインフレ率が低下し、労働市場は引き続き売

り手市場となったことで実質賃金が上昇し、各

国経済は成長し続けている。特に異常に強靭

な米国経済においては、その傾向が強く表れて

いる8。2025年の幕開けに向けて、しばしば期待

されながらもめったに見られないソフトランディング

（軟着陸）となる可能性がある。すなわち、イ

ンフレのさらなる緩和、中央銀行による利下げの

継続、金融市場情勢の改善を通して経済成

長が継続するとの見立てが強まっている。

一方で、世界経済には地政学的なリスクを中

心とした潜在的なリスクが存在する。例えば、

中国との新たな貿易障壁は、世界のサプライ

チェーンをさらに混乱させ、供給の不足や遅延、

コスト上昇、インフレ上昇につながる可能性があ

る9。中東での紛争は、まだ石油・ガス価格の急

騰を引き起こしてはいないものの、引き続きイン

フレに影響を与えるだろう。そして、現在の米国・

メキシコ・カナダ協定（USMCA）は、2026年ま

でに見直しが必要になっており、現在交渉が進

んでいる10。この展開次第では、投資や貿易の

パターンに影響が及び、消費者志向の企業も

大きな影響を受けることになる。

米国
米国経済は、力強い成長とインフレの後退に後

押しされて堅調に推移している。これには、省力

化と労働力の代替となる技術への大規模な投

資が生産性の向上に寄与していることも影響し

ている11。現在の経済動向を踏まえると、大き

な政策変更や突発的な事象がない限り、米連

邦準備理事会は2025年も金融緩和を継続し、

借り入れコストの低下と金融情勢の改善につな

がる可能性がある。しかし、特に負債を抱えた

消費者が家計のバランスシートを改善しようと支

出を手控えていることから、経済活動は2025年

には緩やかに減速すると予測するのが妥当であ

る12 。負債の延滞率は上昇し13、金利は低下

するものの14、コロナ前よりもはるかに高い水準に

とどまるだろう。このため、個人消費の伸びはあ

る程度鈍化するとみられる。また、全面的な輸

入関税が導入された場合には、インフレ率は上

昇し、消費者の購買力低下につながる可能性

がある15。さらに、潜在的な税制変更も消費者

の個人消費に影響を与える危険性を孕んでい

る16。

欧州
欧州経済は、2024年にはほとんど成長が見ら

れなかった17。しかしながら、2025年の見通しは、

複数の要因により改善される可能性がある。こ

れらの要因には、インフレ率の低下、欧州中央

銀行とイングランド銀行による利下げ、実質賃

金の上昇などが含まれる。

ただ、欧州は複雑な人口動態や制約的な財

政政策、米国や中国との競争激化、米国との

貿易摩擦の可能性18などの課題に直面してい

る。一方、コンシューマーセクターでは、コロナ禍19

の間に積み上がった膨大な過剰貯蓄が残され

ている。今後、金利が低下し、賃金上昇と雇用

の拡大が実現すれば、消費者は安心して貯蓄

を取り崩すことができるようになり、消費者の支

出増加につながるかもしれない。

中国
中国経済の成長軌道は3～4%と、比較的低い

水準にある20。様々な要因が重なって成長に歯

止めがかかっている。これらの要因には、人口動

態の悪化や不動産セクターの弱体化などが含ま

れるが、中国内における国内移住が緩和要因

となる可能性もある。米国での関税引き上げや、

中国の輸出品に対するその他の圧力の可能性

が、2025年には重大な外的ショックとなるかもし

れない。中央銀行は金融政策を緩和することが

予想されており、政府が財政刺激策をどの程度

実施するかが、成長見通しを決定づける一要

素となるだろう。消費者動向は緩やかな改善傾

向ではあるが、失われた富を取り戻すために貯

蓄を増やす必要があることが消費への足かせと

なっている。大規模な財政刺激策に、より強固

な社会的セーフティーネットを組み合わせることで、

消費の伸びを加速させることができるかもしれな

い。

結論
世界経済は、消費財企業にとって比較的明る

い兆しを見せている。インフレ圧力が弱まる中で、

消費者の支出が増加する可能性が高い。しか

し一方で、地政学的リスクとサプライチェーンの混

乱がリスクとして挙げられる。消費財企業がこう

したリスクに対処するには、必然的にサプライ

チェーンのレジリエンスと冗長性にフォーカスしなけ

ればならない。

ーIra Kalish（Deloitte Globalのチーフエコノミス

ト） 2024年11月

2025年の消費財業界における経済の見通し
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2021年から2023年にかけては、消費財企業はしばしば

値上げに依存する傾向にあった。原材料の価格が上昇

したために、値上げせざるを得なかったのである。ところが、

昨年度には価格受容能力が低下し始めたにもかかわら

ず、消費者はおおむね消費行動を継続させ、値上げは

企業の収益増にも資することとなった21。

関税やサプライチェーンの課題、あるいは他の予期せぬ混

乱によってインフレ率が再び上昇すれば22、そうした状況

は変わる可能性がある。しかし、2025年には、調査対象

の業界経営幹部の大半は、もはや大幅な値上げを想

定していない。多くは、値上げは売上高の増加にはつな

がらず、むしろ小売企業の反発を招き、消費者の需要を

著しく減少させると考えている（図1）。また、消費者は

2019年に支払っていた価格を比較基準にして価格を評

価し続けるため、消費者のレジリエンス（回復力）には

限界がある可能性がある。

これは、インフレがより正常な水準に戻りつつあるものの、

物価は依然として上昇しており、消費者がさほど安心し

きれていないことを示している。消費財企業は、消費者の

買い控え、別の商品への乗り換えなどの可能性に直面

するかもしれない。さらに、グローバルプレーヤーから、機敏

なニッチ市場参入者に至るまで競争が激化する中、成

長ドライバーとしての価格戦略に過度に依存すれば、消

費者離れを起こし、ブランド・レレバンス（顧客のブランド

への愛着度）の問題が一時的に隠ぺいされてしまうリス

クがある。

なぜ、値上げが解決策と
ならないのか
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2025年には、企業はより幅広い需要創出に向けた戦略に

投資するとともに、消費者の関心を高めるべく商品ポート

フォリオやプロダクトミックスに取り組むことになるだろう。

さらに、企業はこれらの投資資金を生み出すために、変革

的な効率性を生み出すことも予想されている（図2）。

2025年の動向：

収益性の高い成長に向け
てレバーを引く
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商品ポートフォリオとプロダクトミックス

販売量の増加は、依然として収益性の高い成長を促進す

るための重要なレバーである。ところが、自社の主要なレバー

は販売量の増加であると答えた経営幹部の割合は減少し

ており（前年比14パーセントポイント減の22%）、一部の
経営幹部は従来の方法（例えば、広範な支持基盤を持

つ広告やプロモーション）で販売量を増やそうと苦戦してい

る23。消費財業界はそれとは打って変わり、販売するプロ
ダクトミックスを改善する方向に舵を切りつつある（図3）。

利益成長型企業では、プロダクトミックスに注力している割

合がさらに高くなっている（その他全企業の67%に対して

79%）。また、昨年の調査では、プロダクトミックスに注目

していた利益成長型企業は58%のみであったが、大幅に増

加した。当時の利益成長型企業は、販売量を重視した

割合が他社よりも高かった（その他全企業の34%に対して

40%）こともあり、こうした変化は好業績企業が商品自体

をけん引役にしようとしている予兆であるかもしれない。

7
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企業は、商品レバーをどのように引こうとしているのか

プロダクトイノベーション

消費財企業の中でも、特に利益成長型企業は、消費者

の関心を取り戻す方法としてイノベーションに注目している。

調査対象の経営幹部の大半（95%）が、新商品や新
サービスを導入することが2025年における自社の優先事項
であると回答している。このコミットメントは、支出に対する

意図の中に明確に表れている。調査対象企業の80%がプ
ロダクトイノベーションへの投資を増やすことを予定しており、

この傾向は利益成長型企業ではさらに顕著である（その

他全企業の76%に対して85%）。

消費財業界は、実質的なプロダクトイノベーションを十分に

導入していないという批判を過去に幾度も受けてきた24。こ

の動向は変化しつつあり、調査対象である経営幹部の3分
の2近くがイノベーション投資の大部分を真に斬新な商品の
開発にシフトさせると述べている（図4）。
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しかし、そのイノベーションをどこに向けるかは別の問題である。

調査対象である経営幹部の3分の2（67%）は、より低コスト
の選択肢や代替品に乗り換える消費者の割合が増えていると

回答しており、経営幹部の半数強（52%）は、高所得者層
の消費者であっても、より高い価値を求めて商品やチャネルを

選択するようになっていることから、金銭に見合った価値が重視

されるようになると考えている。しかし、経営幹部の約3分の2
（66%）は、自社はプレミアム化戦略も追求すると答えている
ように、ハイエンド商品が選択肢から外れたわけではない。

プレミアムからバリューへの領域において成長を見出すことに対し

て「正しい」答えは、企業やカテゴリーによって異なり、かつ消費

者の嗜好に根ざしたものであるが、消費財企業はこれら商品イ

ノベーションの課題に対し繊細な方法で取り組んでいる。経営

幹部の約3分の2（64%）が、自社は新しいブランドと成長機
会を見極めるために精度分析を用いる予定だと回答しており、

企業が商品と市場の適合性、製造、オーディエンスベースのマー

ケティングをシミュレーションするにあたって人工知能（AI）ケイ
パビリティの活用をより強化していることが窺える25。また、精度

分析の活用は、消費者ニーズに沿ったイノベーションの実現に

向けてだけでなく、新たな商品規制に対処する場面においても

必要となる可能性がある（図4）。実際に複数の利害関係
者から持続可能性に対する要求が高まってきている傾向もあり、

今後、業界の優先順位は変化し続けることになりそうだ。

より多くの企業が、「オケージョン」の観点から自社のプロダクト

イノベーションを考察している。調査対象となった食品・飲料業
界の経営幹部の85%は、自社はオケージョンベースセリングを基
にした販売戦略を重視する傾向を強めていると答えていること

がその一例である。例えば、冷凍食品を一例にあげると、冷凍

食品の商品は冷凍食品売り場において、他企業の商品と競

合しているだけではなく、木曜日の夜の夕食という特定のオケー

ジョンに使われうる冷凍食品だけでないその他全ての商品と競

合しているのだ。このように、様々なオケージョンを幅広く理解す

ることは、企業が消費者問題に対するより良い答えを見つける
一助となるだろう。

永続的なポートフォリオ管理

好業績企業は、自社のポートフォリオを冷静に俯瞰したうえで、

必要に応じて売却と買収を行うことを検討している。かつては

失敗の容認とみなされていたこと（採算がとれない商品の立

て直しや、人気のある新しいカテゴリーでの有機的成長）が、

今では成熟した経営の指標となることが増えている。調査対
象である経営幹部の半数強（51%）は、自社では不採算部
門の売却を定期的に行っていると回答しており、利益成長型

企業では、定期的に売却を行っていると回答する確率がさらに
高くなっている（その他全企業の47%に対して59%）。

一方、2025年は企業買収がより盛んに行われる年になる可
能性があり、調査対象の経営幹部10人中6人（60%）が、
2025年には買収件数を増やすことを想定していると回答した。
利益成長型企業では、買収を行う確率がさらに高くなっている

（その他全企業の52%に対して72%）。「ボルトオン」買収
（同じ市場または類似市場における小規模企業の買収）は、

経営会議や決算説明会で頻繁に言及されているにもかかわら

ず、デロイトの調査で好業績を上げている企業の「最優先事

項」となっていない。好業績企業の対極に位置する利益成長

型企業も、高成長のカテゴリーや市場に参入するための企業

買収は行っていない。その代わりに、成長を促進する強力なブ

ランド（その他全企業の54％に対して80%）や、デジタル変革
を加速させるM&Aのディール（その他全企業の62%に対して
74%）を追求している。これらの調査結果は、M&Aの動向に
関する経営幹部の見解についてのデロイトの調査結果と一致

しており、同調査の中では、経営幹部は、自社の競争上のポ

ジショニングを向上させることと、新規のビジネスモデルへの長期

的な転換を加速させることの2つが、自社のM&A戦略を説明す
る最良の方法であることを明らかにしている26。

需要の創出

より魅力的な商品ポートフォリオとプロダクトミックスは、消費財

企業の収益性の高い成長を促進するうえでの一助となりうるが、
2025年では、需要の創出へのアプローチも再考すべきであろう。
その要因として、チャネルのシフトと新しい小売モデルが伝統的

な戦略を覆しつつある点と、特に消費者の特定のニーズに合わ

せたパーソナライズ化をもってしても、細分化された消費者ベース

にリーチするのはより困難となっている点があげられる。また、消

費者は商品をどこで見つけて購入したいかについての要求を一

段と強めていることもあり、企業は複数のチャネルで同時に商
品を提供する必要がある。経営幹部の79%が、今後1年間で
デジタルチャネルやプラットフォームへの投資を増やすと回答して

いるのは、こうした理由があるからだろう。消費者のデジタルチャ

ネルやプラットフォームの利用を促進するために、企業はできる
限りの努力をしなければならない。

企業はどのようにして需要創出能力を高めようとしているのか

マーケティング支出の増加と方向転換

消費財企業の大半は2024年、販売量を増やし、価値を追求
する消費者からの需要の減退を防ぐというミッションを掲げて広

告への支出を増やした27。

調査対象となった経営幹部の76%が、2024年よりも値引きや
プロモーションの提供を増やすことを計画しており、また、10人に
7人（69%）は、2025年にマーケティングと広告の収益に占め
る支出割合を増やす予定であることから、投資の増加は今後
も続くことが予想される。

次章の精度分析のセクションで解説するが、あらゆるセクターの

企業は、売上高、市場シェア、世帯普及率などの指標を用い

て、マーケティング支出が真たる投資対効果をもたらしているの

か、データに基づいて検証するようになってきている。これは、リ

テールメディアプラットフォームへの移行を含むデジタルへの移行

を継続している消費財業界を後押ししていると考えられ、今後、

従来型のマーケティング関連の支出に影響を与える可能性があ

る（図5）。
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精度分析

消費財業界では、詳細なビジネス上の意思決定を行うた

めに、精度分析を引き続き活用している。調査対象の幹
部の大半（70%）は、精度分析をマーケティング投資の
ROIを最適化する手段として捉えている。回答者の約4分
の3（74%）は、アナリティクス機能のおかげで適切な価格、
プロモーションや値引きを以前よりも正確に設定できるよう
になったと述べている。

利益成長型企業では、精度分析がマーケティングROIの最
適化に役立つと回答する傾向がより強い（その他全企業

の60%に対して86%）。また、分析が自社の過剰なプロモー
ションや値引きを防ぐのに役立つと考えている。しかしながら、
全ての企業がそのような分析能力を備えているというわけで

はない。利益成長型企業では、競合他社がプロモーション

や値引きを乱用することで、自分たちの価格決定力が損な

われることをより強く懸念している（図6）。

精度分析の特別なカテゴリーである売上成長管理

（RGM）システムは、消費財業界で注目を集め続けてお
り、調査対象である経営幹部の62%が、RGM機能は今後
1年間で成長を実現するにあたり重要な役割を果たすだろ
うと考えている。消費者は引き続き価格に敏感であることか

ら、RGMを用いて消費者の嗜好と行動を把握することが鍵
となるだろう。
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一部の好業績企業では、精度分析がバリューチェーン全体

において役立つ可能性もあるため、拡張したエコシステムを

適切に管理するための洞察を求めているかもしれない。

サプライチェーンからより詳細なデータを収集することに投資

すると答えた利益成長型企業が85%にのぼる一方で、その
他全企業では60%のみに留まっているのは、こうした理由が
あるからだろう。最終消費者をよりよく知るために必要とな

るデータを持っているのは小売業者である場合が多いため、

小売業者を通じて販売する消費財企業にとっては、バ
リューチェーンのエコシステムからのデータが重要となる。

プライスパックアーキテクチャーの適合

近年、消費財業界においてRGMシステムからの通知を受け
てプライスパックアーキテクチャー を調整することが話題となっ

ている。世界の消費財企業トップ100社の決算説明会で
言及される機会はここ数年で大幅に増加し、2023年からは
52%増加している（図7）。消費者は、重要なオケージョン
やニーズにより適合するよう変更されたプライスパックアーキテ

クチャーから利益が得られる可能性がある。消費財企業は

この戦略によって収益性を高め、消費者の価値追求により
適合できるようになるが、2025年では、テーマの優位性（収
益性か価値か）はサブセクターごとに異なる可能性がある
（図7）。
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変革の効率化

商品ポートフォリオおよびプロダクトミックスを変更し、需要

創出を向上させるためには、往々にして資金が必要になる。

多くの企業は、成長に向けた再投資を推進するために、コ

スト削減のフライホイールを生み出そうとしている。そのために

は、フロントオフィス、サプライチェーン、調達、ITの支出の効
率化を含め、ビジネスプロセスを簡素化、デジタル化、自動

化する方法を検討する必要がある。

生産性はしばしば議題に取り上げられるが、調査対象の

経営幹部の96%が、生産性の向上を2025年の優先事項

にしようとしており、生産性は特に重視されていると考えら
れる。

経営幹部の82%が生産性への投資をさらに増加させる予
定であると述べていることから分かるように、企業はこの優先

事項を支持しており、利益成長型企業がそれをけん引して

いく形となるだろう。

直接経費の削減も議題となっており、経営幹部の約3分の
2（64%）は、2025年は過去数年よりもコスト削減に注力
すると述べている。ただし、企業はこうした場合に、現在大

幅な削減を行うことで将来的なパフォーマンスを犠牲にする

という短期主義に陥ることのないよう注意しなければならな

い。
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企業はどのようにして変革の効率化を達成しようとしてい

るのだろうか

簡素化

調査対象となった経営幹部の3分の2以上（68%）が、
組織構造の簡素化やその他の改善に取り組んでいる企業

であり、その多くは利益成長型企業である（その他全企

業の63%に対して77%）。10人中6人以上（65%）が、グ
ローバルで統治し、ローカルで実行する事業運営モデルを用

いることを強く望んでいる。このような力学を踏まえると、消

費財業界はバックオフィス業務とフロントオフィス業務をシェ

アードサービス化することに再び関心を寄せている可能性が

ある。これは、一部業務を自分たちで行わないことを選択

することによる業務の簡素化であり、コアビジネスに全集中

する方法の一つである。簡素化は、正式な組織内だけで

なく、上流から下流までを含むバリューチェーン全体に及ぶ

可能性がある。

多くの企業は以前から簡素化に取り組んできていたが28、
今まで実施してきた投資に対するリターンがようやく顕著に

なりつつある。例えば、調査対象となった経営幹部の74%
が、意思決定の速度、市場の変化への適応能力、生産

処理能力など、業務のスピードと機敏性がここ数年で向上

したことに同意している。

デジタル化

デジタル化は、複雑さを管理し、限界までコスト引き下げを
検討する際に役立つ。調査対象である経営幹部の3分の2
以上（68%）が、運用コストの変革と最適化のためにス
マートテクノロジーソリューションと自動化に投資していること

からも明確なように、デジタル化は企業が新たなレベルの効

率化を達成することにおいて役立つ可能性がある。そしてほ
ぼ同数の回答者（67%）が、デジタル変革は競争に勝つ
ためにも必要だと考えている。アルコール飲料、ファッション、

パーソナルケア分野の企業ではこの数字はさらに高くなる傾
向にあり、利益成長型企業の81%がデジタルトランスフォー
メーションは不可欠だと考えているのに対し、その他全企業
では58%にとどまっている。

企業はどの分野で最高のリターンを得ることができるのだろう

か。調査対象の経営幹部は、デジタル変革への投資を増

やすことで最も高い限界利益を得られる分野はマーケティン

グと営業であると考えており、それぞれを選択した経営幹部

の割合は48%と38%であった。

消費財業界において、経営幹部はFuture of Work（働き
方の未来）を実現するために必要なものとして、多くがデジ

タル投資を念頭に置いている（図8）。デジタル化には人
材の見直しが必要であることを認識するのは、重要であるに

もかかわらず軽視されやすい。どのようなスキルがどの割合で

必要とされるかは変化する可能性がある。データ分析、自

動化、新興技術における人材ギャップに対処しなければ、

競争力は脅かされ、職場文化の惰性や社内の抵抗によっ

て、生き残りに不可欠な俊敏性が阻害されかねない。
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自動化とAI

自動化、ロボット工学、AIは、デロイトが調査した企業の大
半で人気のテーマとなっており、経営幹部の67%が、効率を
高めるという明確な目的を持ったうえで、これらの分野への

投資を行っていることが明らかになった。また、調査対象と
なった経営幹部の4人に3人（76%）が所属する企業では、
AIへの投資を増やしているという結果となり、AIが特に重要
視されていることが窺える。大半の企業にとって、こうした特
定のAI投資から最も高いリターンが期待できる分野は、過
去にデジタル投資でも期待できた分野と同じ、マーケティン
グと営業である（図9）。また、経営幹部がAIに期待する
メリットとして最も多く挙げたのは、効率と生産性の向上
（52%）であった。

AIへの投資の多くは、比較的新しい分野である生成AIに
向けられており、回答者の89%が、AI予算の少なくとも5分
の1を生成AIに投資している。約3分の1はさらに多くの投資
を行っており、AI予算の約半分を生成AIに投資していると
答えた回答者は31%となった。こうした投資には、生成AIへ
の高い期待があり、回答者の76%が、一般的なテクノロ
ジー投資よりも生成AI投資の方に高いROIを期待している
と答えている。

全体として、利益成長型企業はAIへの投資を増やしており
（その他全企業の70%に対して85%）、その動きも調査対
象のその他全企業よりも早い（89%が2025年、主要な次

世代AIビジネスアプリケーションを稼働させる可能性が高い
としているのに対し、その他全企業では76%）。ただし、調
査対象の利益成長型企業では、投資全体における生成

AIへの投資の割合が業界全体よりも低くなっている（AI予
算の約半分を生成AIに割り当てている企業は23%であるの
に対し、その他全企業では35%）。また、生成AIへの投資
からは高いROIを期待していることも事実である。これはおそ
らく、その他の回答者はマーケティングや営業に重点を置い

ている一方で、利益成長型企業では、生成AIをバックオ
フィス機能に使用する可能性がより強いためであろう。

AIは魅力的なトピックであるが、AIの実用化とスケーリングす
るためには、データ基盤と最新のデータ戦略の継続的な活

性化を含めて検討が必要である点に注意しなければならな

い。企業によっては、こうした投資を追加で行う必要がある

場合もある。すでにデータ基盤（例えば、消費者関係管理、

顧客データプラットフォーム、販売データレイクなど）を構築し

ている消費財企業にとっては、2025年はそうしたデータセット
を駆使してAIをスケーリングする年になるのかもしれない。
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消費財業界はしばしば保守的な側面があり、それによっ
て企業は救われてきた。先行きが不透明な現在では、

「静観する」本能が働いているのかもしれない。しかし、現

在は、そのアプローチは保守的であるどころか、むしろリス

クを伴う可能性がある。大きな変革をすべき時期に無為

無策でいれば、その先に待っているのは陳腐化である。そ

して、ここ数年の目まぐるしい変化を経てようやく、2025年

は多くのリーダーが避けられないとすでに直感している変

革を掘り下げて実行するにふさわしい時期となるのかもし

れない。

商品ポートフォリオおよびプロダクトミックス、需要の創出

と変革の効率化は、馴染みがあるが強力なレバーである。

企業は現在、その最新のツールとテクノロジーを駆使して

新形態を取り入れることができる。そしてこのレポートで説

明してきたように、消費財業界における好業績企業は、3

つの領域全てで断固とした行動をとっているのだ。

2025年は、消費財業界にとって極めて重要な年になるか

もしれない。この時代に対応するためには、消費財企業

はプロダクトイノベーションを強化し、ポートフォリオを再構

築するための売却や買収をより積極的に検討すべきであ

る。マーケティングをデジタルにシフトし、精度分析を用いて

粒度の高い意思決定を強化し、マーケティング、プロモー

ション、およびプライスパックアーキテクチャーへの投資を増

やしてROIを向上させることを検討する必要がある。また、

必要なリソースを最適化して未来に備えるために組織と

プロセスを簡素化、デジタル化、自動化する方法を見つ

けなければならない。

新年度への移行に向けて
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S&P Capital IQから入手した世界の売上高トップ100社の

消費財企業について、業界の定義に合致する企業を選

別した上で収益別に分析を行った。（例えば、ラグジュア

リー品、タバコ、消費財の売上高が50%未満の複合企業

については除外した）。次に、トップラインの成長と資産の

効率的活用（総資産利益率で測定）の両方について、

5年間の複合パーセンタイル値を用いて相対的な評価を

行った。各年の評価は、2024年8月31日を最終日とする

直近12カ月間のローリング方式を用いて、2019年9月1日

から5年目までさかのぼって実施した（図10）。

特筆すべきは、右上の象限に位置する企業、つまり投資

家が求める利益成長型企業は、特定のカテゴリー企業だ

けでなく、業界全体のさまざまなカテゴリー、国、規模の

企業で構成されている点であり、消費財業界全体に適用

可能な事例となっている。また、株主総利回り（TSR）、

株価収益率（PER）、利益率などの他の重要な指標で

も優れたパフォーマンスを示している（図11）29。

メソドロジー（方法論）
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デロイトは、食品・飲料、家庭用品、パーソナルケア、アパ

レル企業の消費財担当の経営幹部250人を対象にグ

ローバル調査を実施した。回答者は全員、売上高5億米

ドル以上（大半は50億米ドル以上）の企業の幹部で

あり、世界の消費財企業トップ100社の財務分析におけ

る地理的市場およびカテゴリーの構成比とほぼ一致する

よう選出している。

調査はグローバル企業トップ100社を対象に行われたが、

デロイトも回答者も参加した企業名を知らない「二重盲

検」方式で行われた。このように、調査分析での利益成

長型企業は、2025年の売上高およびEBITDA（利払い

前税引き前償却前利益）ともに成長が見込まれる企

業に勤務する回答者と同一であるとみなしている。

調査項目は、企業報告書や決算説明会資料、アナリス

トレポートなどに見られる注目トピックの 分析に加え、金

融アナリストや投資家、デロイトのリーダーによる調査やイ

ンタビューを通じて作成した。また、同様の手法を用いて、

財務分析において好業績企業（売上高と総資産利益

率の指標により評価）と低業績企業の違いを明らかに

した。
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